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１．はじめに１．はじめに１．はじめに１．はじめに 
 これまで、新たな公共交通機関を整備する際に重視されていた評価要素は、建設・運営費等のコストや、輸

送力や速度等、その公共交通機関の能力であったと考えられる。確かにこれらの要素は重要であるが、その交

通機関の能力が優れていることが、必ずしも利用者にとって利便性が高いことにはならないとも考えられる。 
例えば、私たちがＡ点からＢ点まである公共交通機関を使って移動する時、その公共交通機関に乗車するの

が目的ではなく、Ｂ点に到着するのが目的である。つまり私たちにとっては早くＢ点に到着することが重要で

あり、その公共交通機関の乗車時間が短くても全行程時間が長くなってしまっては意味がない。 
そこで本研究は、広島市都心部の公共交通機関の整備計画をケーススタディーとして、利用者の立場から見

た公共交通機関の評価をおこなうため、公共交通機関と徒歩も含めた「移動」としてのトータルのパフォーマ

ンスを、ＧＩＳを用いた空間解析により示す事を目的とする。 
 
２．２．２．２．公共交通機関の整備計画公共交通機関の整備計画公共交通機関の整備計画公共交通機関の整備計画のののの各各各各案の利便性案の利便性案の利便性案の利便性    

２－１ 広島市内における公共交通の現状 
 現在、広島市都心部の東西軸の公共交通機関の整備計画が検討されている。本研究では、この広島市都心部

の東西軸の公共交通機関の整備計画の中からアストラムライン（以下、新交通システムと記す）・地下鉄・路

面電車の整備計画案を取り上げ、前章の視点でそれぞれの利便性を示すこととした。 

２－２ 等時間到達可能範囲 

本研究では、利用者がある公共交通機関を利用して、一定の時間内にどの範囲まで到達することができるか

を等時間到達可能範囲とし、この範囲の大小で、利用者の立場からみた公共交通機関の評価をおこなった。 
まず、本研究では、一定の時間として１０分を用いた。これは現在、ＪＲ広島駅から都心部の紙屋町周辺ま

で公共交通機関を用いて約１０分程度かかるからである。従って、本研究では、利用者がＪＲ広島駅から１０

分間で、広島市都心部の東西軸の公共交通機関の整備計画案のアストラムライン・地下鉄・路面電車に乗車し 
して、それぞれの駅・停留所で下車して、そこ 
から徒歩でどの範囲まで歩けるかの面積を求め 
これを等時間到達可能範囲と定義した。 
 さらに、通勤輸送を念頭に置くと雇用者人口 
の多いところに到達しやすい計画案の方が良い 
とも考えられる。そこで、９０年の国勢調査の 
メッシュデータから、求めた等時間到達可能範 
囲の中の雇用人口を求めた。 

１）新交通システム整備計画案の場合 
この整備計画案では、駅は 7箇所に設置され 

ている。列車の表定速度を 32km/h、利用者の歩 

行速度を 5km/h、駅は地下駅でホームから道路 

まで 2分かかるとした１）２）。            図１ 新交通システム整備計画案の等時間到達可能範囲 
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図１はＪＲ広島駅から新交通システムで都心で 

ある紙屋町方面へ 10 分間の等時間到達可能範囲 

で面積は 2.13k㎡、雇用者人口 3913人となった。                

２）地下鉄整備計画案の場合 

この整備計画案では、駅は 7箇所に設置されて 
いる。列車の表定速度を 35.4km/h、利用者の歩行 

速度を 5km/h、駅は地下駅でホームから道路まで 

2 分かかるとした１）２）。図２はＪＲ広島駅から地 

下鉄で都心である紙屋町方面へ 10分の等時間到 

達可能範囲で面積は 2.13k ㎡、雇用者人口 3913 

人となった。 

３）路面電車の場合                 図２ 地下鉄整備計画案の等時間到達可能範囲 

この整備計画案では、軌道は 2箇所で路線の 

短絡化を図っている。電停数は現在と同一にし 

た。列車の表定速度を 11.5km/h、利用者の歩行 

速度を 5km/h、停留所は道路上なのでホームか 

ら道路まで 0分とした。また主要な信号では待 

ち時間を 45 秒とした。図３はＪＲ広島駅から路 

面電車で都心である紙屋町方面へ 10 分の等時間 
到達可能範囲で面積 1.55k ㎡ 雇用者人口 5708 

人となった。 

 

３．まとめ・考察３．まとめ・考察３．まとめ・考察３．まとめ・考察                                                                    図-3 解析結果    

 各整備計画案の等時間到達可能範囲と、その雇 

用者人口の比較から、新交通システム・地下鉄整    図３ 路面電車整備計画案の等時間到達可能範囲 

備計画案は、ほぼ同じ結果となった。路面電車整     

備計画案は面積が狭いにも関わらず、雇用者人口は新交通システム・地下鉄整備計画案よりも約 2000 人弱多

い結果となった。これは、路面電車整備計画案は広島の経済の中心である相生通りを走行するため、多くの通

勤者にとって利便性の高い交通機関整備計画案であると考えられる。また、近年、その認識が高くなっている

バリアフリー化の観点からしても他の２計画案に比べアドバンテージを持っている可能性がある。 

本研究で等時間到達可能範囲を求めるにあたって、列車の表定速度などの条件は、現在検討されている東西

軸の公共交通機関の整備計画計画案を元にしたものである。しかし、路面電車整備計画案においては、優先信

号など現在よりも路面電車に対して優先することによって更に表定速度を向上できる可能性もある。一方、新

交通システム・地下鉄整備計画計画案ではバリアフリーの視点に関しては路面電車よりも劣っているものの、

専用軌道ゆえの高速運転が可能である。更に地下鉄整備計画案においては、東西軸方向の交通の利用者は、Ｊ

Ｒ広島駅においてＪＲ線からの乗換客が多いので、ＪＲ線と直通運転を評価要素に加え、広域からの通勤者の

利便性も評価する必要があると考える。従って、今後の研究の展開としては、路面電車の優先信号化、地下鉄

とＪＲ線の直通運転などの条件を加えた解析を行っていく予定である。 
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